
会津若松市の給与・定員管理等について

１　  総括  

（１）人件費の状況（普通会計決算）

住民基本台帳人口
（令和２年 1 月 1 日）

歳出額　A 実質収支 人件費　B 人件費率
B/ A

（参考）平成30年度
人件費率

令和元年度
人

118,322
千円

49,033,758
千円

1,557,862
千円

7,713,562
％

15.7
％

15.3

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数
A

給与費 （参考）
一人当たり
給与費　B/A

（参考）
類似団体平均
一人当たり給
与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B

令和元年度
人

836
(58)

千円
3,419,530

千円
687,970

千円
1,348,600

千円
5,456,100

千円
6,103

千円
6,479

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　（注）２　職員数は、平成31年４月１日現在の人数です。
  （注）３　給与費については、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の給与費が含まれ

ており、職員数の（　）内については、当該職員を外書で表しています。
　　　　　　また、一人当たり給与費については、当該職員の給与費及び職員数を含めて算出してい

ます。

（３） ラスパイレス指数の状況

  （注）１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す
るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行
政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　（注）２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純
平均したものです。

　　　　※ 令和２年のラスパイレス指数が100を超えていることについては、今後も引き続き、福島

県人事委員会の勧告を踏まえながら、職員給与等の適正化を図っていきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（４） 給与制度の総合的見直しの実施状況

  【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び

地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

　○　給料表の見直し―実施済み

　　　（給料表の改定実施時期）平成 27 年４月１日

　
　（内容）　一般行政職の給料表について、福島県人事委員会の職員の給与等に関する勧告

に準じ、平均１％引き下げ。若年層については引き上げ、高齢層については最大
３％程度の引き下げを実施。激変緩和のため、５年間（平成 32 年３月 31 日まで）
の経過措置（現給保障）を実施。

　○　その他の見直し内容

　　単身赴任手当について、福島県人事委員会の職員の給与等に関する勧告に準じ、見直しを
　　実施。（平成 27 年４月１日実施）



２   職員の平均給与月額、初任給等の状況  

（１） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和２年４月１日現在）
　①一般行政職　

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）
会津若松市 43.3歳 330,700円 405,452円 357,892円

福島県 42.9歳 328,600円 413,076円 360,019円

国 43.2歳 327,564円 － 408,868円

類似団体 42.3歳 318,244円 404,065円 368,873円

　②技能労務職

区　分 平均年齢 職員数 平均給料額 平均給与月額
平均給与月額
(国比較ﾍﾞｰｽ)

会津若松市 54.2歳 46人 357,900円 385,248円 375,282円

うち清掃職員 53.4歳 18人 337,900円 366,033円 　359,015円

うち学校給食員 57.0歳 5人 388,200円 393,980円 394,760円
うち用務員 52.0歳 5人 369,100円 400,280円 　383,090円

うち自動車運転手 54.9歳 12人 376,000円 408,383円 　397,400円

その他 54.7歳 6人 347,400円 377,700円 　357,498円
福島県 56.6歳 190人 328,000円 367,066円 342,289円

国 50.9歳 2,319人 287,283円 － 328,862円

類似団体 51.6歳 39人 325,488円 378,873円 364,044円

(注)  １  「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均
です。

      ２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において
明らかにされているものです。

　　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時
間外勤務手当等を除いたもの）で算出したものです。

　　　　

（２） 職員の初任給の状況（令和２年４月１日現在）
会津若松市 福島県 国

一般行政職
大学卒 193,100円 193,100円 182,200円

高校卒 153,900円 158,400円 150,600円

技能労務職 高校卒 153,900円 156,300円 -

　

（３） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和２年４月１日現在）

経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 297,900円 367,930円 383,128円 402,981円

高校卒 233,900円 321,950円 359,767円 382,825円

技能労務職 高校卒 　 －　円 　 －　円 359,953円 378,100円



３   一般行政職の級別職員数等の状況  

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和２年４月１日現在）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

１級 主事、技師の職務
人

 66
％

  10.1
円

149,300
円

253,300

２級 主任主事、主任技師の職務 人
 113

％
  17.3

円
199,900

円
311,100

３級 主査、技査の職務
人

 108
％

  16.6
円

235,800
円

358,200

４級 副主幹、主任主査、主任技査の職務
人

 218
％

  33.4
円

269,200
円

393,300

５級 主幹、委員会等の事務局次長の職務 人
 71

％
  10.9

円
295,500

円
404,900

６級 課長、議会事務局次長の職務
人

 44
％

  6.7
円

326,400
円

424,100

７級 副部長、委員会等の事務局長の職務
人

 21
％

  3.2
円

371,500
円

455,900

８級 部長、会計管理者、議会事務局長の職務 人
  11 

％
  1.7

円
418,300

円
480,800

人
652

％
100.0

（注）１　会津若松市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

令和２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

0%

10%

20%

30%

40%
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80%

90%

100%

1級 10.1% 1級 9.3%
1級 11.1%

2級 17.3%
2級 16.1%

2級 9.8%

3級 16.6%
3級 18.8%

3級 30.5%

4級 33.4% 4級 34.1%

4級 25.0%

5級 10.9% 5級 9.8%
5級 11.0%

6級 6.7% 6級 7.7% 6級 9.8%

7級 3.2% 7級 2.5%
7級 2.8%8級 1.7% 8級 1.6%



（２）国との給料表カーブ（行政職（一））（令和２年４月１日現在）

（３）昇給への人事評価の活用状況（会津若松市）

   ※　令和２年４月２日から令和３年４月１日までにおける運用

活用している昇給区分

管理職員 一般職員

上位、標準、下位の区分 ○ ○

上位、標準の区分

標準、下位の区分 ○

標準の区分のみ ○

昇給可能な
区分

昇給実績がある
区分

昇給可能な
区分

昇給実績がある
区分



４  　職員の手当の状況  
　
（１） 期末手当・勤勉手当

会津若松市 （参考）　福島県 （参考）　　国

１人当たり平均支給額
（令和元年度普通会計）

1,511千円

１人当たり平均支給額
（令和元年度）

1,772千円
－

（令和元年度支給割合）
期末手当　　　勤勉手当

　2.55月分　　　1.90月分
（1.40月分）  （0.95月分）

（令和元年度支給割合）
  期末手当　　　勤勉手当
  2.55月分　　　1.90月分
（1.40月分）  （0.95月分）

（令和元年度支給割合）
  期末手当　　　勤勉手当
　2.60月分　　　1.90月分
（1.45月分）  （0.95月分）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
　・役職加算　５～20%

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
　・役職加算　５～20%

・管理職加算　15～25％

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置
　・役職加算　５～20%
　・管理職加算　10～25％

（注）（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

　　 ○勤勉手当への人事評価の活用状況

　   ※　令和２年度中における運用
　

（２） 退職手当（令和２年４月１日現在）
会津若松市 （参考）　　　　　　国

(支給率)　　 自己都合　   応募認定・定年
勤続20年　  19.6695月分　24.586875月分
勤続25年　　28.0395月分　33.27075月分
勤続35年　　39.7575月分　47.709月分
最高限度額　 47.709月分   47.709月分
その他の加算措置　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　　　（割増率２～20%）

１人当たり平均支給額

　　　　　　　787千円   　21,817千円　 

(支給率)　　 自己都合　   応募認定・定年
勤続20年　  19.6695月分  24.586875月分
勤続25年　　28.0395月分  33.27075月分
勤続35年　　39.7575月分  47.709月分
最高限度額　 47.709月分 　47.709月分
その他の加算措置　定年前早期退職特例措置
　　　　　　　　　　　（割増率２～45％）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

（３） 地域手当（令和２年４月１日現在）
　　　　なし
　
　

活用している成績率

管理職員 一般職員

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の区分のみ ○

支給可能な
成績率

支給実績がある
成績率

支給可能な
成績率

支給実績がある
成績率



（４） 特殊勤務手当（令和２年４月１日現在）
　　　危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に対して支給されます。
　　　平成19年４月１日から、手当の種類、支給対象業務及び支給単価等を見直しました。

支給実績（令和元年度普通会計決算） 266,640円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上） 　6,349円

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 　　4.7％

手当の種類（手当数）                        ５種類

手当の名称 主な支給対象
職員等 主な支給対象業務 支給実績

(令和元年度普通会計決算)
支給単価

滞納処分業務
手当

右記業務に従事
した職員

市税等の差押に伴う交
渉に従事したとき

13,980円 日額　 　300円

動物死体処理
作業手当

右記業務に従事
した職員

犬、猫等の損壊した死
体処理作業に従事した
とき

249,000円 回収1体又は焼却
１回につき300円

社会福祉業務
手当

右記業務に従事
した職員

行旅死亡人又は変死体
の処理作業に従事した
とき

円
―

処理１体1,000円

現場作業手当 右記業務に従事
した職員

異常な自然現象により
重大な災害が発生し、
若しくは発生するおそ
れがある現場において
行う巡回監視又は当該
現場で行う応急作業若
しくは応急作業のため
の災害状況の調査に従
事したとき

3,660円 日額　　　300円

夜間又は暴風雪警報若
しくは大雪警報発令下
における積雪道路の除
雪車による除雪作業又
は排雪等作業に従事し
たとき

円

―

日額　　　300円

用地交渉業務
手当

右記業務に従事
した職員

庁外において公共の用
の供する土地の取得等
や公共の事業の施行に
より生ずる損失補償に
係る交渉を同一の者と
反復継続して行い、最
初の交渉から起算して
10回を超えてもなお終
了していない一連の交
渉業務のうち、心身に
著しい負担や困難性の
ある交渉業務に従事し
たとき

円

―

日額　　  300円

（５） 時間外勤務手当
　　正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。

支給実績（令和元年度普通会計決算） 353,707 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 437 千円

支給実績（平成30年度普通会計決算） 342,096 千円

職員１人当たり平均支給年額（同上） 422 千円



（６） その他の手当（令和２年４月１日現在）

手当名

支給要件 支給単価

国制度と
の異同

国との制度と異なる内容 支給実績（令和元年
度普通会計決算）

支給職員１人当り
平均支給年額（令和元
年度普通会計決算）

扶養手当

①配偶者
② 22 歳に達する日以後の最初の 3月 31

日までの間にある子及び孫
③60歳以上の父母及び祖父母
④ 22 歳に達する日以後の最初の 3月 31

日までの間にある弟妹
⑤重度心身障害者

○子　一人につき10,000円
・特定期間加算　5,000円
○子以外　6,500円
○子以外（対象職員が部長相当職の場
合） 3,500円

同 94,932千円 255,885円

住居手当

自ら居住するため住宅(貸間を含む)を借
り受け、月額9,500円を超える家賃(使用
料を含む)を支払っている場合

【借家】
・月額 20,500 円以下の家賃…家賃月

額－9,500円
・月額 20,500 円を超える家賃（支給

限度額 28,000 円）…11,000 円＋
（家賃月額－20,500円）×1/2

異 月額 16,000 円を超える家賃
を支払っている職員に支給

46,049千円 317,623円

通勤手当

①　通勤のために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担を常例と
すること、徒歩により通勤するとした
場合の通勤距離が片道２ km 以上であ
ること

②　通勤のために自動車等の使用を常例
とすること、徒歩により通勤するとし
た場合の通勤距離が片道２ km 以上で
あること

①　運賃等相当額が 51,000 円以下に
ついては運賃等相当額

②　自動車などを利用する場合は通勤
距離に応じて 3,100 円から 19,500
円を支給

異

・運賃等相当額が 55,000 円
以下については運賃等相当額
・自動車等利用における通勤
距離に応じた支給額（2,000
円から31,600円）

53,054千円 84,480円

単身赴任手当

官署を異にする異動又は在勤する官署の
移転に伴い、転居し、やむを得ない事情に
より配偶者と別居し、単身で生活するこ
とを常況とし、距離制限（60km）を満た
す職員に支給

基本額30,000円、距離に応じた加算額
8,000円～70,000円

同 76千円 38,000円

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員について
は、その特性に基づき、管理職手当を支給

○部長相当職の職員(8級）　　　 84,600円

○副部長相当職の職員(7級) 　　 66,400円

○課長相当職の職員(6級)　　　  54,000円

○総務主幹相当職の職員(6級)　  45,700円

異
官職を一種から五種に区分
し、それぞれの定額が定めら
れている

59,920千円 739,747円

休日勤務手当

祝祭日及び年末年始等の休日において、
正規の勤務時間中に勤務することを命じ
られた職員に支給

勤務した全時間に対し、勤務 1時間当
りの給料額の135/100の額

同 11,388千円 31,543円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深夜に勤務した職
員に支給

勤務した全時間に対し、勤務1時間当
りの給料額の25/100の額

同 －　千円 －　円



宿日直手当

宿直又は日直勤務に従事した場合に支給 勤務１回につき4,200円

異
一般の宿日直（4,400 円）及
び特別の宿日直（農場、研修
施設等）を支給

－　千円 －　円

寒冷地手当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各
月の初日）において、支給対象地域に在
勤する職員に支給

基準日における地域の区分及び職員の
世帯等の区分に応じた定額

同 51,708千円 64,393円

災害派遣手当

災害応急対策若しくは災害復旧又は国民
の保護のための措置の実施等のために、
職員の派遣を求め受けたときは、当該職
員に対して手当を支給

公用施設等を利用　
１日3,970円

その他の施設
　滞在する期間により1日につき

5,140円～6,620円

同 －　千円 －　千円



５   特別職の報酬等の状況（令和  ２  年４月１日現在）  

区　　分 給料月額等

給
　
料

市　長
副市長

　　　  937,000円
        752,000円

（参考）類似団体における最高／最低額

　　1,030,000円／593,400円
　　  880,000円／547,600円

報
酬

議　長
副議長
議　員

　 　 514,000円
　　  477,000円
　　  447,000円

　　　　　 760,000円／450,000円
　　　  　 670,000円／390,000円
　　　 　  620,000円／370,000円

期
末
手
当

市　長
副市長

                  （令和元年度支給割合）
          3.35月分

議　長
副議長
議　員

                  （令和元年度支給割合）
          3.35月分

退
職
手
当

市　長
副市長

　　　（算定方式）　　　　　　　　（１期の手当額）　　　（支給時期）
　給料月額×在職月数×46/100　　　　20,688,960円　　　     任期毎
　給料月額×在職月数×30/100　　　　10,828,800円　　　　　 任期毎

（注）　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込み額です。



６  　職員数  の  状況  

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在）

区　分
部　門

職員数 対前年
増減数 主　な　増　減　理　由令和元年 令和 2 年

普

通

会

計

部

門

一

般

行

政

部

門

議会 11 11

総務 206 207 1 庁舎整備、個人番号カード交付事務等による増
員及び選挙管理委員会事務局の減員

税務 66 67 1 固定資産の評価替えによる増員

民生 164 161 ▲3 プレミアム付商品券事業の終了等に伴う減員

衛生 70 70

労働 3 3

農水 49 49

商工 33 35 2 オリパラ・観光キャンペーン等による増員

土木 124 123 ▲1 行政機構見直しによる減員

　
 小計

726 726 　　 参考：人口１万人当たり職員数　 　61.19人
(類似団体人口1万人当たりの職員数46.14人)

　教　育 121 121

　消　防

 小　計 847
847

参考：人口１万当たり職員数　 　71.39人
(類似団体人口1万人当たりの職員数60.51人)

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　道 37 37 　　

下水道 25 26 1 公営企業会計移行に伴う業務量の増加

その他 57 56 　▲1 介護認定調査の民間委託に伴う減員

 小　計 119
119 　　　

　 合　計   966
〔1,170〕

966
〔996〕

0
〔▲174〕

参考：人口１万人当たり職員数　 　81.42人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数（平成27年度から法改正により教育長を除く。）
　　　２　〔　〕内は、条例定数の合計（平成27年度から法改正により教育長を除く。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



（２）　年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数（法改正により教育長を除く。）

　
　　　

（３）　職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

年度
２７年 ２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年

過去５年間の

部門別 増減数 増減率

一般行政 733 724 717 723 726 726 -7 -1.0%

教育 138 129 129 126 121 121 -17 -12.3%

消防

普通会計計 871 853 846 849 847 847 -24 -2.8%

公営企業等会計計 121 118 119 118 119 119 -2 -1.7%

総合計 992 971 965 967 966 966 -26 -2.6%

区　分 計

未満 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 3 35 75 85 65 43 102 141 141 141 107 28 966

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

20歳未満
20～ 23歳

24～27歳
28～ 31歳

32～ 35歳
36～39歳

40～ 43歳
44～47歳

48～ 51歳
52～55歳

56～ 59歳
60歳以上

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

構成比

5年前の構成比



　７  　  公営企業職員の状況  
　
　(1) 水道事業

①　職員給与費の状況
ア　決算

総費用
A

純損益又は
実質収支

職員給与費
Ｂ

総費用に占める職
員給与比率B/ A

(参考)30 年度の
総費用に占める
職員給与比率

令和元
年度

千円
2,941,476

千円
166,830

千円
288,236

％
9.8

％
10.1　

　 (注)　資本勘定支弁職員に係る職員給与費　22,334千円を含まない。

職員数
A

給与費 １人当たり給与費
B/ A

給料 職員手当 期末・勤勉
手当

計　B

令和元
年度

人
36

千円
140,633

千円
30,747

千円
56,428

千円
227,808

千円
6,328

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
　（注）２　職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。
    
　　イ　特記事項　　なし
　

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日現在）
区分 平均年齢 基本給 平均月収額

会津若松市  44.09歳 326,784円 527,981円
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

会津若松市（水道事業） （参考）　　普通会計
１人当たり平均支給額（令和元年度）

 1,577千円
１人当たり平均支給額（令和元年度）

1,511千円
（31年度支給割合）

期末手当　　　　　　　 勤勉手当
　　　　2.55月分　　         1.90月分
　 　 （1.40月分）　   　 （0.95月分）

（31年度支給割合）
期末手当　　　　　　　 勤勉手当

　　　　2.55月分　　         1.90月分
　 　 （1.40月分）　   　 （0.95月分）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　５～２０%

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
　・役職加算　　　５～２０%

（注）（　）内は再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当の状況（令和2年4月1日現在）
会津若松市 （参考）　　普通会計

(支給率)　自己都合　　　応募認定・定年

勤続20年　19.6695月分　 24.586875月分
勤続25年　28.0395月分　 33.27075月分
勤続35年　39.7575月分　 47.709月分
最高限度額 49.709月分　　49.709月分
その他の加算措置　定年前早期退職特例措置（２％～
20%加算）
1人当たり平均支給額
　　　　　　0千円　　　　23,555千円

(支給率)　自己都合　　　応募認定・定年

勤続20年　19.6695月分　 24.586875月分
勤続25年　28.0395月分　 33.27075月分
勤続35年　39.7575月分　 47.709月分
最高限度額 49.709月分　　49.709月分
その他の加算措置　定年前早期退職特例措置（２％～
20%加算）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当の状況（令和2年4月1日現在）
　　　なし

エ　特殊勤務手当（令和2年4月1日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



支給実績（令和元年度決算）
0千円

支給職員１人当たり平均支給年額（同上）   　　　0 円　

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）
0 ％

手当の種類（手当数）
４　種類

手当の名称 支給対象職員等 支給対象業務の内容 支給単価

停水処分手当 右記業務に従事した職員 停水処分に従事したとき
処分1件につき

300円

変形勤務手当 右記業務に従事した職員
急速系浄水作業に従事した
とき

2直、3直の勤務につき
それぞれ１回800円

現場作業手当

右記業務に従事した職員
電気工作物の保安、点検作
業又は専ら水質検査作業に
従事したとき

勤務1日につき
150円

右記業務に従事した職員
専ら給水装置の開閉栓作業
に従事したとき

勤務1日につき
100円

右記業務に従事した職員

重大な災害が発生し、若し
くは発生するおそれがあ
る現場において行う巡回
監視又当該現場で行う応
急作業若しくは応急作業
のための災害状況の調査
に従事したとき

勤務1日につき
300円

用地交渉手当 右記業務に従事した職員

庁外において事業の用に
供する土地の取得等や事
業の施行により生じる損
失補償に係る交渉を同一
の者と反復継続して行い、
最初の交渉から 10 回を超
えてもなお終了していな
い一連の交渉業務に従事
したとき

勤務1日につき
300円

（再任用短時間職員を含む。千円未満四捨五入）

オ　時間外勤務手当
支給実績（令和元年度水道事業会計） 13,721千円
職員１人当たり平均支給年額（同上）     416千円
支給実績（30年度水道事業会計） 12,599千円
職員１人当たり平均支給年額（同上） 　　　　　　　　　　　382千円

　（注）１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
　　　　２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和元年度決算）」　
　　　　　を同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の
　　　　　支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。
　　
　　カ　その他の手当（令和2年4月1日現在）

手当名 支給要件 支給単価
会津若松市
職員との異同

会津若松市職員との
制度の異なる内容

支給実績（令和元年
度水道事業会計決
算）

支給職員１人当り
平均支給年額

扶養手当 ①配偶者
② 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間

にある子及び孫
③60歳以上の父母及び祖父母
④ 22歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間

にある弟妹
⑤重度心身障害者

○配偶者　6,500円
○子　一人につき10,000円
・特定期間加算　5,000円
〇配偶者・子以外　6,500円

同 4,818千円 219,000円

住居手当   自ら居住するため住宅(貸間を含む)を借り受け、
月額9,500 円を超える家賃(使用料を含む)を支払
っている場合

【借家】
・月額 20,500 円以下の家賃・・・

家賃月額－9,500円
・月額 20,500 円を超える家賃（支

給 限 度 額 28,000 円 ） ・ ・ ・
11,000 円＋（家賃月額－20,500
円）×1/2

同 1,716千円 245,420円



通勤手当 ①　通勤のために交通機関等の利用を常例とするこ
と、運賃等の負担を常例とすること、徒歩により通
勤するとした場合の通勤距離が片道２km以上であ
ること

②　通勤のために自動車等の使用を常例とするこ
と、徒歩により通勤するとした場合の通勤距離が
片道２km以上であること

①　運賃相当額が 51,000 円以下に
ついては運賃相当額

②　距離区分に応じて支給

同 2,940千円 83,989円
単身赴任
手当

官署を異にする異動又は在勤する官署の移転に伴
い、転居しやむを得ない事情により配偶者と別居し、
単身で生活し、単身で生活することを常況とし、距離
制限（60km）を満たす職員に支給

基本額30,000円、距離に応じた加算
額8,000円～70,000円

同 － 千円 －  円
管理職手
当

管理又は監督の地位にある職員については、その特
性に基づき、給料月額について適正な管理職手当を
支給することができる

・部長相当職の職員（8級）　　　84,600円
・副局長相当職の職員（7級）　　66,400円
・課長相当職の職員（6級）　　　54,000円
・総務主幹の職の職員（6級）　　45,700円

同 2,467千円 616,718円
休日勤務
手当

祝祭日及び年末年始等の休日において、正規の勤務
時間中に勤務することを命じられた職員に支給

勤務した全時間に対し、勤務 1時間
当りの給料額の135/100の額

同 122千円 30,351円
夜間勤務
手当

正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給 勤務した全時間に対し、勤務 1時間
当りの給料額の25/100の額

同 0千円 0円
宿日直手
当

宿直又は日直勤務に従事した場合に支給 勤務１回につき4,200円
同 0千円 0円

寒冷地手
当

基準日（毎年11月から翌年3月までの各月の初日）
において、支給対象地域に在勤する職員に支給

基準日における地域の区分及び職員
の世帯等の区分に応じた定額

同 2,587千円 71,856円
災害派遣
手当

災害応急対策若しくは災害復旧又は国民の保護のた
めの措置の実施等のために、職員の派遣を求め受け
たときは、当該職員に対して手当を支給

公用施設等を利用　
１日3,970円

その他の施設
　滞在する期間により 1 日につき

5,140円～6,620円
同 0千円 0円

　（再任用短時間職員を含む。千円未満四捨五入）


